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ま え が き        

 

この報告書は、昭和２３年から毎年調査している文部科学省「学校基本調査」（指

定統計第１３号）の平成１９年度調査結果をもとに、大阪府内における学校の状況

（学校数、在学者数、教職員数など学校に関する基本的事項）について収録し、作

成したものです。 

本書が、教育関係者をはじめ、より多くの皆様と｢統計｣を結ぶ一助となるとともに、

各種施策の基礎資料や学術研究などに幅広くご利用いただくことを願っております。 

また、大阪府ホームページにおいても、本調査結果をはじめ幅広く各種統計デー

タを提供しておりますので、インターネットも併せてご利用いただければ幸いです。 

最後に、本調査にご協力いただきました各学校をはじめ、市町村及び市町村教育

委員会、その他関係各方面の皆様に深く感謝いたしますとともに、今後とも一層のご

協力をいただきますようお願いいたします。 

 

 

平成２０年２月 

                               大阪府総務部 

統計課長  玉利 孝一郎 
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調 査 の 概 要 
 

 

 １ 調査の沿革 

   文部科学省は、明治６年から文部省年報において学校の状況を公表してきた。昭和２２年に学校教育法が制

定されたことに伴い、学制改革がなされた。一方、同年統計法が施行され、学校における状況の調査が指定統

計第１３号「学校基本調査」と位置づけられ、昭和２３年度以降毎年継続して実施されている。 

 

 

 ２ 調査の目的 

   学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを目的とする。 

 

 

 ３ 調査の対象 

学校調査 小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、幼稚園、大学、短期大学、

高等専門学校、専修学校及び各種学校 

学校通信教育調査 通信制課程を置く高等学校及び中等教育学校 

卒業後の状況調査 中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校の中学部・高等部の卒業者 

不就学学齢児童生徒調査 不就学の学齢児童及び学齢生徒 

学校施設調査 私立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、幼稚園、専修学校 

及び各種学校 

公立の専修学校及び各種学校 

（注）大学（大学院含む）、短期大学、高等専門学校、留学生、国立の諸学校に関しては、文部科学省の直轄調査であ

り、大阪府では実施していない。本書のデータについては目的外使用承認を受けて使用している。 

 

 

 ４ 調査の実施時期 

   平成１９年５月１日現在 

（ただし、「卒業後の状況調査」は、前年度間卒業者について調査） 

 

 

 ５ 主な調査項目及び申告者 

学校調査 学校数、学級数、在学者数、教職員数、入学者及び卒業者数 学校長 

学校通信教育調査 学校数、生徒数、教職員数 学校長 

卒業後の状況調査 中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校（中学部・高等

部）卒業者の進路状況 

学校長 

不就学学齢児童生徒調査 就学免除者・猶予者、１年以上居所不明者、前年度中に死亡した学

齢児童生徒数 

市町村教育委員会 

学校施設調査 学校の土地、建物の面積 私立学校の設置者

又は学校長 

 



利 用 上 の 注 意 
 

１ この報告書は、大阪府内の学校について、学校の種別ごとに集計した結果を掲載している。ただし、大学（大

学院含む）、短期大学、高等専門学校、留学生、国立の諸学校に関しては、文部科学省直轄調査であり、大阪府

では調査を実施していないので文部科学省の数値をもとに大阪府が独自に集計したものを掲載している。 

したがって、これらの数値は文部科学省が発表する「学校基本調査報告書」が確定値となる。また、「調査結

果の概要」における全国及び他都道府県の数値についても同様である。 

    

２ 「調査結果の概要」におけるポイントは、四捨五入前の実数値での差を求めているため、表記した数値の差と

は一致しない場合がある。また、この報告書の文中及び表中の構成比については、単位未満を四捨五入している

ので、内訳の合計は、必ずしも１００％にはならない。 

 

 ３ 符号については、次のとおり 

      0.0    ＝  単位未満 

       △    ＝  負の数 

       －    ＝  皆無 

       …    ＝  不明 

      ﾎﾟｲﾝﾄ  ＝  ％と％との差 

 

 ４ この報告書中の主な用語については、巻末の参考資料に「（資料３）用語の説明」として掲載している。 

 

 ５ 本年度調査の変更点 

  ○ 学校基本調査要綱の変更 

・各事項の「盲学校・聾学校・養護学校」を「特別支援学校」に変更。 

  ○ 学校調査票（小学校・中学校） 

・「教員数」に「（再掲）市町村費負担の教員」を追加。 

・「職員数」の「吏員相当者」と「吏員相当者に準ずる者」を廃止し、「事務職員」に変更。 

（中等教育学校、特別支援学校の当該箇所も同様に変更） 

   ・「職員数」の「市町村費支弁の教員」を「「６（７）」以外の教員」に変更。 

  ○ 学校調査票（高等学校） 

    「職員数」の「吏員相当者」と「吏員相当者に準ずる者」を廃止し、「主事・主事補」に変更。 

  ○ 学校調査票（特別支援学校） 

   ・「３ 学校種別」を削除し、以下をそれぞれ繰り上げ、「５ 障害種別」を追加。 

   ・「小学部の学級別在学者数」の「障害種別」の「盲」，「聾」を、それぞれ「視覚障害」，「聴覚障害」に

変更。（中学部、高等部についても当該箇所を同様に変更） 

  ○ 学校通信教育調査票（高等学校） 

    「職員数」の「吏員相当者」と「吏員相当者に準ずる者」を廃止し、「主事・主事補」に変更。 

  ○ 不就学学齢児童生徒調査票 

    「理由別就学免除者及び就学猶予者数」の「盲」，「聾」を、それぞれ「視覚障害」，「聴覚障害」に変更。 

  ○ 学校施設調査票（高等学校等） 

    「学校種別」の「盲学校」，「聾学校」，「養護学校」を削除し、「４ 特別支援学校」とし、 

「７ 幼稚園」以下、学校種別番号を繰上げ。 


